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第２回 熊本県議会 地域活力創生特別委員会会議記録 

 

令和５年６月19日(月曜日) 

            午前９時58分開議 

            午前11時25分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

(1) デジタル田園都市国家構想について 

(2) ＴＳＭＣ進出に係る県内波及効果に 

ついて 

(3) 付託調査事件の閉会中の継続審査に 

ついて 

――――――――――――――― 

出 席 委 員（14人） 

        委 員 長  橋 口 海 平 

副委員長 髙 島 和 男 

委  員 溝 口 幸 治 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 内 野 幸 喜 

        委  員 髙 野 洋 介 

        委  員 楠 本 千 秋 

        委  員 岩 本 浩 治 

        委  員 池 永 幸 生 

        委  員 坂 梨 剛 昭 

        委  員 前 田 敬 介 

        委  員 幸 村 香代子 

        委  員 住 永 栄一郎 

        委  員 立 山 大二朗 

欠 席 委 員（２人） 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 松 田 三 郎 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 企画振興部 

         理事兼         

    デジタル戦略局長 小金丸   健 

       政策審議監 門 﨑 博 幸 

   地域・文化振興局長 永 友 義 孝 

      首席審議員兼         

        企画課長 小 川 剛 史 

      地域振興課長 久保田 健 二 

   交通政策課課長補佐 地 下 良 広 

  デジタル戦略推進課長 受 島 章太郎 

    システム改革課長 黒 瀬 琢 也 

 知事公室 

       政策調整監 神 西 良 三 

    広報グループ課長 清 水 英 伸 

    危機管理防災課長 佐 﨑 一 晴 

 総務部 

      私学振興課長 枝 國 智 一 

       市町村課長 阿 南 周 造 

        税務課長 坂 口 啓 介 

 健康福祉部 

    健康福祉政策課長 本 田 敦 美 

      首席審議員兼         

     高齢者支援課長 下 村 正 宣 

      首席審議員兼         

     子ども未来課長 木 村 和 子 

      医療政策課長 笠     新 

 環境生活部 

      環境政策課長 枝 國 智 子 

  環境立県推進課審議員 村 上 友 彦 

   環境保全課課長補佐 林   浩 介 

        男女参画・         

      協働推進課長 板 橋 麻 里 

 商工労働部 

      商工労働部長 三 輪 孝 之 

      商工政策課長 池 永 淳 一 

    商工振興金融課長 田 浦 貴 久 

    労働雇用創生課長 時 田 一 弘 

      産業支援課長 辻 井 翔 太 

      企業立地課長 元 田 啓 介 

 観光戦略部 

       政策審議監 脇   俊 也 

    観光国際政策課長 櫟 本 麻 理 

      観光企画課長 川 㟢 典 靖 

      観光振興課長 石 井 利 幸 
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  販路拡大ビジネス課長 宮 﨑 公 一 

 農林水産部 

      生産経営局長 中 島   豪 

    農林水産政策課長 德 永 浩 美 

  農地・担い手支援課長 山 本 剛 士 

      首席審議員兼         

      農村計画課長 青 木 公 平 

    森林整備課審議員 鹿 井   実 

      森林保全課長 大 和 一 浩 

    水産振興課審議員 山 下 武 志 

 土木部 

        監理課長 森 山 哲 也 

 土木技術管理課課長補佐 赤 木 宣 文 

    道路整備課審議員 塚 本 貴 光 

    都市計画課審議員 平 山 幸 司 

        住宅課長 今 福 裕 一 

 教育委員会 

      教育政策課長 永 松 浩 史 

      高校教育課長 前 田 浩 志 

      義務教育課長 藤 岡 寛 成 

 企業局 

      総務経営課長 馬 場 幸 一 

   ――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     政務調査課主幹 西 村 哲 治 

     政務調査課主幹 時 吉 啓 通 

                   

  午前９時58分開議 

○橋口海平委員長 皆さん、おはようござい

ます。 

 ただいまから、第２回地域活力創生特別委

員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会に１名の傍聴の申込み

がありますので、これを認めることといたし

ました。 

 次に、本委員会はインターネット中継が行

われます。委員並びに執行部におかれまして

は、発言内容が聞き取りやすいよう、発言の

際にはマイクに向かって明瞭に御発言いただ

きますよう、よろしくお願いいたします。 

 今回は、執行部を交えた最初の委員会であ

りますので、一言御挨拶を申し上げます。 

 改めまして、委員長の橋口です。１年間ど

うぞよろしくお願いいたします。 

 本委員会には、デジタル田園都市国家構想

に関する件、そしてＴＳＭＣ進出に係る県内

波及効果に関する件の２件が調査事件として

付託されております。 

 少子高齢化、人口減少社会の中で、地域活

力の低下など、そういったものの課題解決に

向けて、デジタル、そしてＴＳＭＣの進出、

こういったチャンスを最大限に生かして熊本

の未来を切り開いていく重要な委員会だとい

うふうに感じているところです。 

 この委員会において執行部の皆様方ととも

に建設的に意見を交えながら、しっかりと取

り組んでまいりたいと考えております。 

 委員の先生方をはじめ、執行部の皆様の御

協力をいただき、髙島副委員長とともに本委

員会の円滑な運営に努めてまいりたいと考え

ておりますので、どうぞ１年間よろしくお願

い申し上げます。 

 副委員長からも御挨拶をお願いいたしま

す。 

 

○髙島和男副委員長 副委員長の高島でござ

います。 

 １年間委員長を補佐して、自分なりに精い

っぱい取り組んでまいります。皆様方の御指

導、御協力をよろしくお願い申し上げます。 

 

○橋口海平委員長 また、執行部の紹介につ

きましては、お手元の関係部課職員名簿に代

えさせていただきます。 

 次に、執行部を代表して、小金丸理事から

御挨拶をお願いいたします。 

 

○小金丸理事 おはようございます。 

 デジタル戦略局の小金丸です。執行部を代

表しまして、御挨拶をさせていただきます。 
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 昨年度までの地域対策特別委員会では、２

年間にわたり新たな地方創生の取組と行政サ

ービスの維持向上の２つの付託調査事件につ

いて御議論いただきました。 

 今年度は、委員会の名称を地域活力創生特

別委員会とされ、デジタル田園都市国家構想

とＴＳＭＣ進出に係る県内波及効果の２つの

調査事件について御議論いただくこととなっ

ております。 

 １点目のデジタル田園都市国家構想につい

ては、国の第２期まち・ひと・しごと創生総

合戦略がデジタル田園都市国家構想総合戦略

に改訂されたことを受けて、本県において

も、デジタルの力を活用した地方創生の加速

化に向けて、第２期熊本県まち・ひと・しご

と創生総合戦略の一部改訂について検討を進

めてまいります。 

 あわせて、昨年度からテーマとなっており

ますＤＸの推進と移住、定住等の推進につい

ても、引き続き全庁的に連携を図りながら取

組を進めてまいります。 

 特に、ＤＸの推進については、人口減少が

進む中、デジタル技術を活用し、住みよい地

域づくりを進めるとともに、企業における業

務の効率化、生産性向上を図り、本県のさら

なる発展につなげていくことが重要であると

考えております。 

 昨年６月に設立したくまもとＤＸ推進コン

ソーシアムの会員数が400を超え、機運が高

まってきております。また、行政事務のオン

ライン化が進み、本年４月に公表された民間

シンクタンクの調査結果では、本県のデジタ

ル度が昨年度の全国40位から16位に上昇する

など、ＤＸの取組が着実に進んできておりま

す。 

 地方創生の実現に向けて、これらのテーマ

について御議論いただきながら、関係施策を

進めていきたいと考えております。 

 ２点目のＴＳＭＣ進出に係る県内波及効果

については、一昨年11月のＴＳＭＣの本県進

出決定直後から半導体産業集積強化推進本部

を設置し、波及効果の最大化と様々な課題解

決に向けた取組を進めているところです。様

々な分野の効果が期待される中、今年度は、

関連企業の立地、人材の育成、確保、台湾か

らの誘客、国際交流等のテーマで御議論いた

だくことになっております。 

 以上２点につきまして、委員の皆様方によ

る御議論を円滑に進めていけますよう、執行

部としましても精いっぱい頑張っていきたい

と考えております。１年間どうぞよろしくお

願いいたします。 

 

○橋口海平委員長 それでは、お手元に配付

の委員会次第に従い、付託調査事件を審議さ

せていただきますので、よろしくお願いいた

します。 

 議題１、デジタル田園都市国家構想につい

て、議題２、ＴＳＭＣ進出に係る県内波及効

果について、一括して執行部から説明を受

け、その後、質疑を受けたいと思います。 

 なお、委員会を効率よく進めるため、説明

は、着座のまま簡潔にお願いします。 

 では、資料に沿って執行部から説明をお願

いします。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。 

 本県におけます地方創生の推進について、

まず私から、１ページから３ページについて

御説明をさせていただきます。 

 資料の１ページをお願いいたします。 

 まず初めに、これまでの国や本県における

取組について御説明いたします。 

 資料の左側になりますが、国におきまして

は、テレワークの普及や地方移住への関心の

高まりなど、社会情勢が大きく変化する中

で、デジタルの力を活用して全国どこでも誰

もが便利で快適に暮らせる社会を目指すた

め、この第２期まち・ひと・しごと創生総合

戦略を改訂しまして、昨年の12月にデジタル
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田園都市国家構想総合戦略が策定されたとこ

ろになります。 

 続きまして、資料の右側になります。 

 本県の動きになります。 

 国の戦略の改訂を受けまして、本県におき

ましても、地方創生に向けた取組を推進する

ため、令和３年３月に策定しました第２期熊

本県まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂

作業を現在進めているところです。 

 資料の２ページをお願いいたします。 

 こちら、国の総合戦略の改訂の前後の概要

を上下に記載しております。 

 上段の第２期まち・ひと・しごと創生総合

戦略では、右側に記載しております４つの基

本目標を設定しまして、人口減少への対応や

東京圏への一極集中の是正を着実に進めてい

くことが掲げられております。 

 続きまして、下段の昨年12月に策定されま

したデジタル田園都市国家構想総合戦略です

が、施策の方向を上段の基本目標と同じく４

つの類型に分類するとともに、デジタル基盤

の整備等によって地方のデジタル実装を下支

えし、地方創生を推進することとしておりま

す。 

 続いて、３ページをお願いいたします。 

 こちら、本県における戦略の改訂について

になります。上段が現行の総合戦略、下段が

改訂の案となっております。 

 まず、期間につきましては、次の戦略策定

までの間、効力を延長することとしておりま

す。 

 続きまして、改訂の方向性として、この４

つの柱については、総合戦略や県の情報化推

進計画の下で、これまで進めてきましたデジ

タル活用の方向性を継続するため、変更しな

い方針で考えております。その上で、ＤＸの

推進など、デジタルの力を活用した取組やデ

ジタル実装の基礎条件整備に係る取組、近年

の大きな社会情勢の変化と言えますＴＳＭＣ

の進出に係る取組についても追加しまして、

地方創生に向けた取組を加速化、深化してい

きたいと考えております。 

 最後になりますが、今後のスケジュールと

しましては、７月、８月頃にパブリックコメ

ント、あとは熊本県の地方創生会議での協議

を行わせていただいた後、９月の定例会にお

いて改訂内容を御報告する予定としておりま

す。 

 企画課からは以上になります。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課です。 

 ＤＸの推進について御説明いたします。 

 資料の４ページをお願いいたします。 

 まず、現在の熊本県まち・ひと・しごと創

生総合戦略と熊本県情報化推進計画について

でございます。 

 左側のまち・ひと・しごと創生総合戦略で

は、県民の利便性向上、企業活動への環境づ

くりなどの観点から、ＩＣＴ等の先端技術を

活用することや地方創生に向けてＤＸを推進

するといった方向性が示されています。 

 これを具体化いたします熊本県情報化推進

計画では、令和３年度から令和５年度までを

期間といたしまして、安全、安心、便利な暮

らしができる超スマート社会くまもとを目指

し取組を進めております。 

 ５ページをお願いいたします。 

 熊本県情報化推進計画における主な取組を

御説明いたします。 

 まず、１、安全・安心・便利で創造性豊か

な社会の実現の柱では、(1)ＩＣＴを利活用

するための環境整備といたしまして、データ

利活用の推進、行政手続のオンライン化、携

帯電話の不感地域解消などの取組を進めてお

ります。 

 ２番目の県民が便利に暮らせるまちでは、

福祉や教育などの分野におけるＡＩ、ＩＣＴ

技術の活用を推進しております。 

 (3)企業や事業者が創造性を発揮できるま
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ちでは、製造業や農林水産業などの分野で、

生産性向上、人手不足解消などを図るための

デジタル技術の導入支援などのほか、観光分

野におきましては、データに基づいて誘客促

進や満足度向上を図ります、いわゆるスマー

トツーリズムにも取り組むこととしておりま

す。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ２つ目の柱でありますデジタル行政の実現

でございます。 

 (1)先端技術やデータ利活用による高度化

された行政では、業務プロセス改革やデータ

利活用などによる政策形成など、また、２番

目の職員が創造する価値を最大化できる行政

では、オンライン会議やテレワークの推進に

よる柔軟で効率的な働き方などに取り組んで

おります。 

 ３番目の災害や危機に強いまち・行政で

は、情報通信ネットワークの強靱化、ホーム

ページ、ＳＮＳなどの手段によります情報収

集、それから早期避難の実現などに取り組ん

でおります。 

 ７ページをお願いいたします。 

 次に、２としまして、県全体のデジタル

化、ＤＸの推進の取組について御説明いたし

ます。 

 県では、県全体のＤＸを推進していくため

の産学行政共通の方向性、羅針盤といたしま

して、くまもとＤＸグランドデザインを令和

４年２月に策定いたしました。 

 (2)に記載しておりますように、デジタル

化、ＤＸの取組を産学行政が連携して進めて

いくための体制といたしまして、くまもとＤ

Ｘ推進コンソーシアムを昨年６月に設立いた

しました。これまでに会員数は439となり、

県内外から多様な業種の企業、団体、自治

体、大学などの参加により活動を進めており

ます。 

 ８ページをお願いいたします。 

 主な取組を御紹介します。 

 県内企業の多くが、これからデジタル化を

進めていこうという段階にあるということを

認識いたしまして、まずは機運の醸成と理解

促進に取り組んでおります。 

 くまもとＤＸ推進コンソーシアムにおきま

して、各種イベントやセミナーを開催するほ

か、ホームページなどを通じた情報発信、あ

るいは会員相互の連携にも取り組んでおりま

す。また、これらと並行いたしまして、下段

に記載しておりますとおり、企業などの具体

的な動きにつなげるため、ＤＸを進めたい企

業様とベンダー企業様などとのマッチングの

機会についても提供しております。 

 ９ページをお願いいたします。 

 大学や専門学校と連携した人材育成にも取

り組んでおります。 

 資料の右側の写真では、熊本大学、熊本県

立大学、東海大学の連携によりますＤＸ人

材、半導体人材の育成事業でありますＳＰＡ

ＲＣについて掲載しております。 

 この事業は、地元経済界が求める人材像を

大学が連携して吸い上げ、具体のカリキュラ

ムに反映していくという取組でございますけ

れども、くまもとＤＸ推進コンソーシアムに

おきましても、その橋渡しを担うということ

としております。 

 また、②では、事例の創出事業になりま

す。 

 県全体でのＤＸを進めていく上では、参考

となります事例が役割を果たすというふうに

考えておりますことから、デジタル技術やデ

ータを活用しました取組事例の創出と横展開

を目的といたしまして、昨年度からＤＸ公募

型実証事業を実施しております。これは、企

業、団体からの企画提案を基にいたしまし

て、県が財政的な支援を行い、デジタル技術

活用の実証を行うものでございます。 

 今年度は、新たにブロックチェーンやＮＦ

Ｔなどを活用した先端枠についても創設いた

しました。囲みの実績にございますように、
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昨年度、今年度とも大変多くの企業などから

企画提案をいただいたところでございます。 

 10ページをお願いいたします。 

 デジタル社会の実現に向けましては、行

政、民間を通じたデータの活用が重要となる

ことから、その環境整備といたしまして、行

政データのオープン化とエリア・データ連携

基盤の構築にも取り組んでおります。 

 (4)のオープンデータと申しますのは、官

民のデータのうち、国民誰もがインターネッ

トなどを通じて容易に利用できるよう公開さ

れたデータを意味するものでございます。昨

年度、県といたしましても、公開数を大幅に

拡充したところです。今年度は、市町村の取

組についても支援することとしております。 

 また、(5)のデータ連携基盤につきまして

は、行政や民間が保有する様々なデータを仲

介する機能として国が構築を推奨しているも

のでございまして、本県では、令和６年度か

らの県内市町村との共同での運用を開始する

こととしておりまして、現在準備を進めてい

るところでございます。 

 11ページをお願いします。 

 市町村における取組支援について御説明い

たします。 

 住民に身近な地方自治体につきましては、

住民の利便性向上などの観点から、国が自治

体ＤＸ推進計画を策定しておりまして、情報

システムの標準化や行政手続のオンライン化

などの重点項目を中心に取組が進んでおりま

す。 

 一方で、小規模な団体を中心に課題も認識

しております。例えば、全庁的、横断的な体

制を構築することができていないことや専門

性を持つ外部デジタル人材を見つけることが

困難なこと、さらにはデジタル技術の導入に

当たり、それに伴う事務的、経済的なコスト

が生じることなどが挙げられます。県では、

これらの課題を踏まえまして、現在、体制構

築支援、人的支援、技術導入支援の３点で市

町村支援を行っております。 

 12ページをお願いいたします。 

 令和５年度の主な支援の内容です。 

 今年度は、新たに赤色の新規でございます

が、市町村ＤＸ研修を予定しております。こ

れは市町村の人材育成、とりわけデジタル情

報部門の課長、係長などの中核人材の育成を

図るものでございまして、５日間程度の研修

を予定しております。 

 緑色の拡充項目では、市町村におけるデジ

タル技術の導入にかかるコスト、人的労力を

軽減するため、従来から県と市町村で行って

おりますシステムの共同運用を拡充いたしま

した。 

 さらに、デジタル人材派遣事業におきまし

ては、県で委託しました専門人材が市町村を

訪問いたしまして、技術面はもとより、幅広

いデジタル行政課題にも助言を行うことで、

市町村を支援していくこととしております。 

 デジタル戦略推進課からは以上でございま

す。 

 

○久保田地域振興課長 地域振興課でござい

ます。 

 移住、定住等関係について御説明いたしま

す。 

 13ページをお願いいたします。 

 １に記載のとおり、本県では、全庁的に連

携して移住、定住の推進に取り組むため、令

和３年４月に推進本部を設置しております。 

 ３に記載しておりますとおり、(1)副知事

を本部長とする本部会議と、(2)これを補助

する幹事会から構成されております。 

 14ページをお願いいたします。 

 移住、定住の推進に向けた取組の方向性で

ございます。 

 上段に記載している基本方針のとおり、地

方移住の関心の高まりに合わせ、都市部の若

年層をターゲットに豊かな暮らしを実現する

施策を展開し、熊本への人の流れを加速化す
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るため、各種取組を進めているところでござ

います。 

 その下に記載しておりますとおり、豊かに

暮らせる熊本の実現に向け、生活環境、社会

基盤、教育環境等の整備を着実に進めており

ます。 

 また、中ほどに記載のとおり、選ばれる熊

本の実現に向け、４つの方針、デジタル技術

の活用、ターゲットの明確化、意欲的な市町

村等への重点支援・連携強化、関係人口等の

拡大に基づく取組や半導体産業の集積等を踏

まえた取組を進めているところでございま

す。 

 15ページをお願いいたします。 

 資料右側に記載しておりますとおり、６月

５日に本部会議を開催いたしまして、１、近

年の移住定住を取り巻く状況や、２、各部局

における移住定住関係事業をテーマとして意

見交換を行ったところでございます。 

 16ページをお願いいたします。 

 近年の移住定住を取り巻く状況についてで

ございます。 

 上段に記載しておりますとおり、市町村に

おける住民窓口アンケートなどを集計しまし

た結果、県外から本県への移住者数は2,315

人となりました。これは、集計を始めた令和

元年度以降、最高の数値でございます。 

 中段は、本県が設置しております移住相談

窓口における移住相談件数でございます。 

 左側の青色の折れ線グラフは、相談窓口に

おける相談件数の推移を示したものでござい

ます。移住者数と同様に増加傾向にありまし

て、令和４年度は2,993件と、こちらも過去

最高となっております。 

 17ページをお願いいたします。 

 こちらは、総務省が毎年度公表しておりま

す住民基本台帳人口移動報告によります本県

と県外との間の転入、転出、いわゆる社会増

減の推移でございます。住民票ベースでの出

入りの結果でございます。 

 新型コロナウイルス感染症発生前は、熊本

地震が発生しました平成28年を除きまして、

おおむね3,000人から4,000人の減少、社会減

で推移しておりました。これが、令和３年は

650人、令和４年は377人と、社会減ではある

ものの、着実に縮小、改善しているというと

ころでございます。 

 特に下のほうの青色の点線の折れ線グラ

フ、これは転入者数でございますけれども、

令和３年が２万9,204人、令和４年が３万

1,277人と、現在の集計方法となった平成26

年以降、２年連続で最高を記録しておりまし

て、熊本への人の流れができつつあるという

ことを示しているかと思っております。 

 18ページをお願いいたします。 

 次の19ページまでにかけまして、令和５年

度当初予算の中から、移住定住関連の主な取

組を取りまとめておりまして、予算額は右上

に記載のとおり、総額で９億2,600万円とな

っております。 

 新規拡充事業を中心に御説明させていただ

きます。 

 20ページをお願いいたします。 

 生活環境、社会基盤、教育環境等の整備関

係事業でございます。 

 左側の結婚から子育てまでの切れ目ない支

援では、子育て応援システム「聞きなっせＡ

Ｉくまもと」の多言語化や子ども医療費の助

成などに取り組んでまいります。 

 右側のくまもとの女性活躍促進事業では、

女性が活躍できる魅力ある熊本の発信に向け

たフォーラムを開催するとともに、女性が将

来像を思い描くための参考となるロールモデ

ル動画の作成を通じた情報発信等に取り組み

ます。 

 21ページをお願いいたします。 

 左側の方針１、デジタル技術の活用では、

潜在的な移住者をターゲットとしたＳＮＳな

どを活用した熊本の魅力発信やオンライン相

談会などを実施してまいります。 



第２回 熊本県議会 地域活力創生特別委員会会議記録（令和５年６月19日) 

 - 8 - 

 右側の方針２、ターゲットの明確化では、

移住希望者の現地視察費用への支援等に取り

組みます。 

 こちらのほうは、昨年度からスタートした

ものでございますが、今年度は新たに視察者

のニーズ分析にも取り組んでまいります。 

 22ページをお願いいたします。 

 方針３、意欲的な市町村等への重点支援・

連携強化でございます。 

 左側の「すまい」・「課題解決」等支援事業

では、移住者にとって欠かすことのできない

住まいや仕事の確保などに向けた市町村の取

組を支援してまいります。 

 これまで取り組んできました住まい確保の

取組への支援に加えまして、今年度は新た

に、移住者が実施する起業ですとか、テレワ

ーク推進、その他市町村が抱える地域課題の

解決に向けた市町村の取組に対する支援にも

取り組んでまいります。 

 右側の中高年移住就農支援事業では、国の

施策の対象となる49歳以下の新規就農者への

支援に加えまして、県外から熊本県内に移住

して就農を予定している就農時50歳代の方の

研修資金や初期投資について、新たに県独自

で支援してまいります。 

 23ページをお願いいたします。 

 方針４、関係人口等の拡大でございます。 

 左側の関係人口創出拡大事業では、ラブく

まプロジェクトの公式ＬＩＮＥを通じた情報

発信や会員向けキャンペーンの実施を通じま

して、会員数を増加することで、関係人口の

増加を図ってまいります。 

 また、今議会におきまして、下のほうに点

線で囲んでおりますけれども、新キャラクタ

ーやくまモン等を活用したラブくまプロジェ

クトのプロモーションや都市部での会員向け

交流会の開催に必要な予算を上程させていた

だいているところでございます。 

 一番下の仮想空間の活用可能性調査事業で

は、仮想空間を活用した熊本の魅力発信の手

法について検討してまいります。 

 右側の高校卒業生への情報発信事業では、

高校等の卒業後に進学や就職で県外に転出す

る方々をターゲットとしまして、就職のタイ

ミングでの本県へのＵターン等につなげるた

め、就職情報などを定期的に発信するシステ

ムの構築に取り組みます。今年度の卒業生か

らの実施に向け、関係部署とともに準備を進

めてまいります。 

 今後とも、市町村や関係機関とも連携しな

がら、人の流れを加速化し、移住定住の推進

に取り組んでまいります。 

 地域振興課からは以上でございます。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。 

 私からは、ＴＳＭＣ進出に係る県内波及効

果、こちらについて御説明させていただきま

す。 

 資料の24ページをお願いいたします。 

 本日、説明項目として、５項目記載をして

おります。この委員会で初回の説明になりま

すので、全体的なお話をさせていただければ

と思っております。 

 では、25ページをお願いいたします。 

 ＴＳＭＣの進出についてということで、こ

ちらは既に御承知の部分もございますが、改

めて本県進出の経緯や会社の概要について記

載しております。 

 特に上段左の３つ目の丸、国におきまして

も、今後最大4,760億円の支援を予定するな

ど、こちらは国家プロジェクトの一つとして

位置づけをいただいております。 

 下のほうに写真がございますが、来年の稼

働に向けて、現在急ピッチで工場の建設が進

んでいるところになります。 

 続いて、26ページをお願いいたします。 

 こちらも、引き続き会社の概要になります

が、従業員数が約６万5,000人、売上高が日

本円にして９兆8,000億円、世界的なシェア

も58.5％となっておりまして、世界最大の半
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導体、いわゆるファウンドリーと言われるメ

ーカーになっております。 

 27ページをお願いいたします。 

 ２番の県の推進体制になります。 

 半導体産業集積強化に係る全庁横断組織の

設置について記載しております。 

 こうした世界的メーカーを受け入れるに当

たりまして、企業の円滑な事業推進と半導体

産業集積による県政の浮揚を図るため、本県

への進出が決まったとほぼ同時に、令和３年

の11月になりますが、全庁横断的な組織を整

えているところになります。 

 具体的には、資料の下になりますが、知事

を筆頭に各部局長級で組織をします半導体産

業集積強化推進本部、それと商工労働部長を

リーダーとしました具体的な取組を議論する

プロジェクトチーム、ＰＴを設置しておりま

す。 

 さらに、28ページをお願いいたします。 

 部会も別途設置しております。個別具体的

な課題に対しまして、きめ細やかな対応をし

ていくために、人材の確保、育成や渋滞・交

通アクセス対策、教育環境、環境保全、これ

らなどにつきまして、各課長級で構成します

７つの部会を現在設置しております。ここに

記載のある７つになります。 

 29ページをお願いいたします。 

 こちら、昨年度、令和４年度までの取組を

１枚にまとめております。 

 先ほど御説明しました各部会におけるこれ

までの取組を色別に表現しております。 

 簡単に御説明をいたしますと、左上から、

渋滞・交通アクセス対策部会については、中

九州横断道路合志インターアクセス道路等の

概略設計に着手しております。 

 その下、青色になりますが、教育部会で

は、来日する外国籍の子女につきまして、一

部学校で受入れの決定をいただいておりまし

て、県としても必要な支援を行っているとこ

ろです。 

 そのほかにも、各部会において様々な取組

を実施してきたところになります。 

 30ページをお願いいたします。 

 このページから37ページにかけて、先ほど

御説明しました各部会の今年度の予算事業を

ベースに記載しております。 

 まずこのページは、人材育成・確保部会に

なりますが、県立技術短期大学校への新学科

設置に向けた整備を中心に、企業における取

組の支援や県立学校での人材育成などに取り

組んでおります。 

 続きまして、31ページをお願いいたしま

す。 

 渋滞・交通アクセス対策部会ですが、さら

なる混雑が予想されますセミコンテクノパー

ク周辺の渋滞緩和に対応するため、交通アク

セス向上を図ることとしております。例え

ば、県道新山原水線の整備や大津植木線の多

車線化のほか、ソフト対策としまして、通勤

バスの実証運行や公共交通の利用促進などに

取り組んでおります。 

 続いて、32ページをお願いいたします。 

 こちら、国際交流部会になります。 

 台湾との経済、観光、文化などの交流を深

めるとともに、県内の企業と台湾の企業の連

携推進や取引の拡大を図っていくために、台

北線の実現に向けたアウトバウンド利用促進

やインバウンド誘客の強化、台湾でのトップ

セミナーなどに取り組んでおります。 

 なお、先般の報道にもありましたとおり、

この台北線につきましては、台湾の航空会社

であるスターラックス社におけるこの秋から

の定期便の就航が決定したところになってお

ります。 

 続きまして、33ページをお願いいたしま

す。 

 教育環境部会になります。 

 今年の夏頃までに、外国籍の技術者とその

御家族合わせまして約600人の方が熊本にお

越しであると見込まれていることから、県内
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の教育機関における外国籍子女の受入れ態勢

を整備しております。やはり英語の教育に対

するニーズが高いと伺っております。 

 具体的には、私立の教育機関に対する施設

整備などへの支援のほか、公立の小中学校で

の受入れ拠点校となっております武蔵ヶ丘

小・中学校での受入れ態勢の強化支援、ま

た、県立学校等でも受入れ態勢を強化してい

るところです。 

 続きまして、34ページをお願いいたしま

す。 

 こちらは、ＰＲ部会になります。 

 熊本の認知度を高めることで人材や企業の

集積等につなげていくことができるよう、県

内外に熊本の魅力を発信しているところで

す。特に、来年の２月末にグランメッセで開

催を予定しております「くまもと産業復興エ

キスポ」につきましては、県内や台湾の半導

体関連企業など多くの出展が見込まれており

ます。また、県内の学生も多数御参加をいた

だく予定で、半導体関連産業の人材の育成、

確保にもつながるものと期待しております。 

 続きまして、35ページをお願いいたしま

す。 

 こちらは、環境保全部会になります。 

 熊本の生活と産業を支える地下水を将来に

向けて保全するため、未利用水の活用の検討

や地下水の涵養強化に取り組むとともに、観

測体制の強化やシミュレーション等を実施す

ることとしております。 

 最後になりますが、36ページ、生活サポー

ト部会でございます。 

 これは、言葉ですとか生活習慣の異なる台

湾をはじめとする外国人の方々が安心して生

活し、また、地域住民とも交流、共生できる

環境づくりを推進することとしております。

外国人サポートセンターによるワンストップ

の相談対応や情報発信、地域住民との相互理

解、交流促進を図るためのイベントの開催支

援や啓発に取り組んでまいります。 

 37ページをお願いいたします。 

 部会以外のその他の取組としまして、半導

体関連産業のさらなる集積に向けた企業誘致

や県営工業団地の整備、あとは菊陽町におけ

る下水道整備の県による受託などに取り組ん

でいるところです。 

 以上、今年度当初予算合計で80億円余の予

算を計上させていただき、庁内一丸となり、

現在取り組んでいるところになります。 

 続きまして、38ページをお願いいたしま

す。 

 市町村との意見交換についてでございま

す。 

 こうしたＴＳＭＣ進出の効果の最大化を図

るため、県内の各市町村の皆様が期待するこ

とや懸念されていること、あるいは今後取り

組まれていくことなどについて、全ての市町

村と意見交換を実施したところです。 

 資料の中ほどに記載がありますとおり、熊

本市、あとは県の各振興局単位で行いまし

て、各市町村からは、ほぼ全て首長様が、県

からは企画振興部長等を中心に出席しまし

て、昨年度になりますが、本年２月中に全て

の圏域で実施しております。 

 主立った意見を紹介させていただきます。 

 39ページをお願いいたします。 

 上に４つほど記載しております。 

 大きなところで、まず１番ですが、企業誘

致、それに必要な用地の確保に関してアドバ

イスが欲しい、あとは県と連携していきたい

などの意見がございました。 

 続いて、２番、人材の話になりますが、人

材流出の懸念、あるいは半導体産業の人材を

育成していきたい、こういった意見をいただ

いております。 

 ３番、台湾からのインバウンド、国際交流

の促進に関する御期待の声もいただいており

ます。 

 そのほかにも、渋滞対策、道路整備に関す

ることや地下水保全への取組などにも御意見
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をいただいたところです。いただいた御意見

につきましては、すぐさま全庁的に共有を行

いまして、引き続ききめ細やかなサポートを

行ってまいりたいと考えております。 

 なお、下の枠囲みに記載のとおり、先ほど

御説明しました各部会の予算事業による対応

を中心に、市町村からの土地利用の調整に関

する相談窓口を設置するなど、引き続き市町

村に寄り添った対応をしてまいりたいと考え

ております。 

 続きまして、40ページをお願いいたしま

す。 

 ４点目になります。 

 くまもと半導体産業推進ビジョンの策定に

ついてになります。 

 本年の３月、半導体産業をはじめとする県

内産業のさらなる振興と県下全域における経

済成長の実現を目指し、ビジョンを策定した

ところになります。 

 41ページに概要の図を記載しております。 

 ビジョンでは、「半導体インフラを支え、

挑戦し続ける熊本」のコンセプトの下、半導

体人材の集積などの拠点化を目指していくこ

ととしております。 

 42ページをお願いいたします。 

 こちらは５点目、最後になります。 

 「新大空港構想」有識者会議についてで

す。 

 県では、空港機能のさらなる強化と空港周

辺地域のさらなる活性化に向けて、この秋に

新大空港構想の策定を予定しております。 

 この新たな構想に対し、大所高所から御意

見をいただくため、今般有識者会議を設置し

たところです。ちょうど今月の７日に第１回

目の会議を開催しまして、今後８月に２回目

を予定しております。有識者からの御提言を

取りまとめまして、新たな構想につなげてい

きたいと考えております。 

 43ページをお願いいたします。 

 こちらは、この第１回目の有識者会議の概

要になっております。 

 事務局からは、これまでの大空港構想の取

組ですとか空港の概況、空港周辺の環境、こ

れらについて御説明したところ、有識者の委

員の皆様からは、新生シリコンアイランド九

州の実現や人材の集積、空港や周辺地域への

アクセスの早期改善、こういった御意見をい

ただいたところでございます。 

 最後に、44ページをお願いいたします。 

 本事案に関する今年度の各定例会での議事

について御説明いたします。 

 本日は初回になりましたので、ＴＳＭＣの

進出に係る広く全体的な説明を私から一括で

説明を差し上げたところでございますが、非

常に幅広いテーマになりますので、次回以降

は、記載のとおり、例えば９月の定例会では

企業誘致などを中心に、12月は人材の育成、

確保、そして２月は台湾からのインバウン

ド、または国際交流など、こういったものを

もう少し詳細に説明を行わせていただければ

と考えております。 

 説明は以上になります。よろしくお願いい

たします。 

 

○橋口海平委員長 以上で執行部からの説明

が終わりましたので、質疑に入りたいと思い

ます。 

 まず、デジタル田園都市国家構想について

質疑はありませんか。 

 

○溝口幸治委員 とても幅広い委員会だなと

思いながら聞いておりましたけれども、前半

の地方創生の主な取組という中で、まち・ひ

と・しごと、いわゆる地方創生に今回デジタ

ルが加わって、看板を掛け替えて国もしっか

りやっていこうという流れの中で、熊本県の

場合、ここにデジタル戦略局ができて、これ

まで縦割りだったものを横串を刺して、デジ

タルということを意識してやっていこうとい

う流れでスタートしたと思うんですけれど
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も、今１年ちょっとですよね。 

 １年ちょっとたってみて、デジタル戦略局

が思い描いたようにうまくいっている面、そ

れからもう少し足りないなという面があるか

と思います。デジタル戦略局をつくるという

のは、私の中で大きいのは、それぞれの施策

もあるんだけれども、いわゆる県庁の組織風

土をどう変えていくのか。今の時代に合わせ

たこのデジタルの力を活用して県民生活をよ

くしていくためにデジタルの力を借りてい

く。そのためには、やっぱり組織風土をがら

っと変える部分があるんじゃないか、コロナ

禍の生活もあって、そういった面が大きかっ

たんじゃないかと思いますが、その点を踏ま

えて、今、デジタル戦略局で、これまで進め

てきた成果、それから課題について整理して

あれば教えていただきたい。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 今御質問いただきましたデジタル戦略局、

昨年度１年間、外向きのデジタル戦略推進課

と、それから庁内を改革いたしますシステム

改革課の２本柱でやらせていただいておりま

す。 

 一つ成果と言えるものといたしましては、

先ほど委員のほうからも触れていただきまし

たように、それぞれ分野ごとにデジタル化、

ＤＸというものを思い描いて、企業様、それ

から住民の方々とやり取りしていたというも

のを、横串でいろんなものを見れると、それ

を全庁的に展開するという体制が一つ整って

きたのではないかというふうに思っておりま

す。それによりまして、県職員の意識につい

ても、いろんな分野でデジタル化について考

えていこうという機運も上がってきておりま

して、昨年度、それから一昨年度と比べまし

て、デジタルに関連いたします事業本数も非

常に増えてきているというところでございま

す。 

 ただ、これから先は、かなり技術の進歩あ

たりも早うございますので、例えば、データ

を活用してもうちょっと県の施策全体を掘り

起こしていけないかですとか、あるいは昨今

生成ＡＩの話なんかも非常に出てますけれど

も、そういったところを、より住民サービ

ス、それから庁内展開に使っていけないかと

いうふうな先々を打っていくような、そうい

った取組が必要になるかなというふうに考え

ておるところでございます。 

 以上でございます。 

 

○黒瀬システム改革課長 システム改革課で

ございます。 

 システム改革課は、先ほど受島課長のほう

から話がありましたように、庁内のデジタル

化ということを担当しております。やはり今

溝口委員のほうからお話があったように、意

識の変革あるいは文化の変革とデジタルシフ

トが必要だというふうに考えておりまして、

昨年度から、やはり人材育成、業務変革に向

けた意識の変革ということに特に力を入れて

おります。 

 昨年度、デジタル戦略監である妹尾戦略監

含めまして講師を務めていただいて、庁内向

けのＤＸ塾というものを行いました。これに

よりまして、庁内の特に一般業務の中で問題

があるような業務改善とか、そういうところ

に目を向けて、自分たちの仕事を少しでもス

マートにやっていこうという機運が随分高ま

ったのではないかなというふうに思っており

ます。 

 また、予算という観点で、先ほど事業化が

かなり増えてきたというお話がありましたけ

れども、これまで情報政策課時代には、我々

のほうでデジタル化の予算というのを見てお

りました。これは、どちらかというと査定と

いう観点で必要な予算なのかどうか、その額

が適当なのかどうかということで見ていたと

ころなんですけれども、先ほどからお話に出
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ております妹尾戦略監をトップに相談窓口と

いうものをセットいたしまして、デジタル化

についてはアイデア段階から御相談をいただ

いて、よりよいものをつくっていこうという

ことで、我々乗り出しているところでござい

ます。 

 こういう庁内の意識、あるいは仕組みとい

いますか、それを整えまして、庁内のデジタ

ル化をより一層進めていきたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

 

○溝口幸治委員 ありがとうございました。 

 担当の皆さん方は、深く考えて戦略的にや

っていこうという気持ちはよく分かりまし

た。ここであえてどこの課が進んでいて、ど

この課が意識がないというのは申しませんけ

れども、今のところまだ発展途上だというふ

うに理解しますので、ぜひ継続的にそれぞれ

の課がそういう意識を持っていただくように

お願いをしておきたいと思います。 

 それを基に、９ページのこの県全体のデジ

タル化、ＤＸの推進に向けた取組の中の事例

の創出ということで、２番目の公募型の実証

事業、こういったものの実績も書いてありま

すが、こういったところが、例えば通常のそ

れぞれの課とか部に御相談があったときに、

これはデジタル化だからこっちの予算で実証

事業に回ったらどうかみたいな案内ができる

かどうかというのが非常に大事になってくる

んだと思うんですよね。通常の予算の枠だ

と、いやいや、こういうのはなかなか合わな

いんですよねみたいな形で終わるんじゃなく

て、それぞれの課が、じゃあこの実証事業を

使ってみたらどうですかみたいな誘導がある

のが一番いいんだろうと思います。この応募

件数は、ここに書いてありますけれども、こ

の応募の中で民間さんが独自で持ち込まれた

事案が多いのではないかと推察しますが、ど

こかの課が中継してこっちに回ってきたとい

う事例があるのかどうか、教えていただきた

いと思います。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 今のところ、公募型実証事業の流れは、企

業さんからの御提案、あるいは市町村と連携

をしての御提案というのがほぼ全てでござい

ます。ただ、すみません、今のところ我々も

その意識はあまりなかったのですけれども、

各部局の事業の中で、こういったものでどう

かというふうなことを今後つなげてまいりた

いというふうに思っております。 

 今どちらかといいますと、御提案いただい

たもので、残念ながら採択には至らなかった

んですけれども物としては非常に面白いもの

があるものについて、逆に各原課さんのほう

におつなぎいたしまして、場合によっては、

直接コンタクトを取っていただいたりですと

か、あるいは個別の県の事業を御参考にして

いただいたりですとか、そういったところま

ではできておりますので、この逆の流れをつ

かんでまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○溝口幸治委員 ぜひ、そこは意識をしてや

っていただきたいと思います。 

 はい、以上です。 

 

○内野幸喜委員 今、溝口委員のことと若干

かぶりますけれども、６ページですね。 

 県庁内のＤＸのことなんですけれども、こ

れまで出勤しないとできないと思ってたこと

や対面じゃないとできないと思ってたこと

が、実はオンラインだったりとかリモートで

できたということが分かって、この流れとい

うのは、コロナということが一つのきっかけ

だったかもしれないですけれども、ずっと続

いていくと思うんですね。 
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 ただ、こうやって今、今日見ると、以前の

フルスペック型に若干戻ったような委員会で

すよね。これは、いい悪いは別にして、いろ

んな勉強の意味でも、こういう形でこれまで

もやってきてますから、ただ、今後コロナが

落ち着いてきたときに、これまでの流れが若

干後退するとどうなのかなと。 

 例えば県については、民間企業にも積極的

に働きかけて、旗振り役としての県の立場も

あるわけですから、その辺については、今後

もしっかりとこの流れが止まらないような形

で、県のほうにはやっていただきたいなとい

うふうに思ってます。 

 この点について、今どんな考えなのかとい

うことを、まず一回聞かせていただければな

と思います。 

 

○黒瀬システム改革課長 御質問ありがとう

ございます。 

 システム改革課でございます。 

 我々のほうでは、オンライン会議システム

であるとか、テレワークの仕組みというもの

を導入しておりまして、こちらについては今

非常に有効活用されていると思っています。

また庁内で、例えば出張したときとかにも、

庁内と同じような形で仕事ができるような環

境を整えることができているというふうに考

えております。 

 在宅勤務がどれぐらい進んでいるかという

のは、実は我々のほうで把握はできておりま

せんけれども、現状でもかなりの程度、オン

ライン会議のシステムであったりとか、ある

いはテレワーク用の仕組みというのは有効に

活用されております。例えば、オンライン会

議の仕組みであれば、１年間で大体１万近

く、こちら側がホストになるもので使われて

おりますので、この流れというのは変わらな

いのではないかということで考えておりま

す。 

 実際にその現場に行くというよりも最初に

対面でお話をすると、そこの重要性というと

ころはあるかなと思っておりますが、それ以

降の例えば打合せであったりとか、そういう

ところはオンライン会議を使うこと、あるい

はリモートで仕事をすることで移動の時間が

削減できたりとか、あるいは、その出張旅費

が不要になったりとか、そういう部分もあり

ますので、我々それから人事課のほうととも

に、一緒に取り組んでいきたいというふうに

考えております。 

 以上でございます。 

 

○内野幸喜委員 ぜひ、これまでのこの流れ

を止めないような形で進めていってほしいな

というふうに思います。 

 続けていいですか。これは16ページです

ね。 

 令和４年度、県外からの移住者が過去最高

を記録したと。これも今話したこととリンク

してて、先日、私の選挙区のある首長さんと

話して、非常に今大きな子育て支援策という

のをやってるんですね。これは、今町内に住

んでらっしゃる子育て世帯に対してもそうで

すし、やっぱり移住者に対してもアピールし

たいということでした。 

 以前と違うアピールポイントというのは、

以前であれば、移住のときにやっぱり仕事を

辞められて、こっちでもいい仕事があります

よとか、紹介しますよというアプローチの仕

方だったのが、今では仕事を辞めなくても、

リモートだったりとかそういうことで仕事が

できるから、非常に移住に興味を持っている

方に対しても、これまでと違ったアプローチ

の仕方ができるようになったと話をされてま

した。 

 恐らく、今後もこういう流れというのは続

いていくんだと思うんですが、それぞれの移

住者については、各市町村が今一生懸命取り

組んでいるんですが、県は、先ほどどこかあ

りましたよね。21ページか。 
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 すみません、私がちょっと知らなかっただ

けかもしれないですが、もう少しこういうの

も広くアピールしていって、また、これだけ

ではなくて、熊本は移住者に対してもいろん

な施策をやってますよということを、もう少

し広くＰＲしていったほうがいいのかなって

思ったんですが、その点はどうなんでしょう

か。 

 

○久保田地域振興課長 地域振興課でござい

ます。 

 主に首都圏ですとか大阪ですとか、大都市

部をターゲットにしておりますので、委員御

指摘のとおり、熊本のことを知っていただ

く、熊本の取組を知っていただくというの

は、本当に大事なことだと思っておりまし

て、資料の22ページの右側のデジタル技術を

活用してというところで先ほども申し上げま

したように、ＳＮＳ等を活用して、例えば都

市部の方に対しては、ＳＮＳのポップアップ

広告等を活用した取組、ＰＲもやっておりま

す。 

 それから、それ以外でもリアルの対面での

移住相談会、あるいはオンラインでの相談会

というのもやっておりますので、そういう中

で熊本をＰＲしていくという取組もやってお

ります。 

 それから、22ページでございますけれど

も、左側の意欲的な市町村への重点支援・連

携強化という中で、「すまい」・「課題解決」

等支援ということで、昨年度までは住まいの

支援というところだけだったんですけれど

も、下のほうに事業概要を書いていますが、

２点目、「なりわい」確保ということで、仕

事を辞めて起業等をするという方に対しても

サポートしたいと思っております。あるい

は、その下に書いております、今委員から御

指摘のあったようなテレワーク等で仕事を変

えずに移住したいという方に対して市町村が

支援する場合に、そこに県も補助させていた

だくという形で、本当に市町村が一生懸命取

り組まれる部分には、県も一緒になってしっ

かりと施策を進めていきたいというふうに思

っております。 

 

○内野幸喜委員 これをチャンスと捉えて、

しっかりと引き続き取り組んでいただければ

なと思います。 

 以上です。 

 

○楠本千秋委員 デジタル関係、９ページの

県全体、産学の関連で、市町村の取組、天草

市でデジタルアートの取組をされてて、天草

市と県立天草工業高校と企業の提携、企業協

力提携というのが行われました。その辺の情

報的なことで、県でどのくらい把握されて

て、どんな対応というか支援ができるのか、

その辺をちょっと教えていただければ。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 最近、企業様とそれから自治体での連携の

取組というのは非常に多くございまして、そ

の都度我々のほうにも御相談もあってます

し、物によっては、今回御紹介しております

公募型実証事業、こういったところでの御参

加いかがですかというふうな御紹介も差し上

げたところでございます。 

 今委員から御紹介いただいた事案のほか、

昨年度で申しますと、天草高校とやはりＩＴ

関係の企業様、それから天草市が一緒になり

まして、人材育成とＤＸの取組、それから地

域創生を一体的に取り組んでいこうというふ

うな御相談もいただいておりまして、一部、

昨年度のＤＸの公募型実証事業で採択をさせ

ていただいたという事例もございます。 

 引き続き、県のほうでも、先ほど溝口委員

のほうからもございましたように、各部から

入ってくる情報も踏まえながら、県のデジタ

ル戦略局のほうでしっかりフォローしてまい
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りたいと考えております。 

 

○楠本千秋委員 来年の春の入学生から、情

報科の40人の中の20人が、そのデジタルの授

業が受けられるような話を聞いたんですけれ

ども、そういう情報も分かっておられるとい

うか、その辺をちょっと……。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 申し訳ございません。そこまで詳しい情報

まではつかんでおりませんでした。 

 

○楠本千秋委員 はい、分かりました。 

 

○前田高校教育課長 高校教育課でございま

す。 

 今委員からお話しいただきました天草工業

高校の件に関しましては、また私どものほう

と関係の部署としっかり情報共有してまいり

たいと思います。ありがとうございます。 

 

○楠本千秋委員 よろしくお願いします。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○髙野洋介委員 冒頭、小金丸理事が御挨拶

されましたけれども、我々にその数字的なも

のとか詳細、挨拶文というか原稿のほうを渡

しといてもらわないと、なかなか数字的なも

のが分からなくなりますので、もしよけれ

ば、次の委員会から挨拶のときには我々のほ

うに原稿か何かを渡してもらえれば、それを

見ながら聞けますので、ぜひよろしくお願い

いたします。 

 質問なんですけれども、５ページのＩＣＴ

を利活用するための環境整備の中で、３番目

のポツに携帯電話のエリアの不感地域の解消

とありますけれども、これは今県内でどれぐ

らいのパーセントが不感地域なんでしょう

か。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 現在、世帯単位での不感、通じているかと

いうふうなことの把握になりますけれども、

今世帯単位で不感地域とされておりますの

が、67世帯となっております。 

 以上でございます。 

 

○髙野洋介委員 67世帯ということは、そこ

ら辺に住んでらっしゃる方々は、ぽつぽつと

携帯電話がつながらないということは、やっ

ぱりそれぞれ田舎というか、そういうところ

だと思うんですよね。やっぱり今から県内全

て携帯電話が通じないと、いろんな弊害が出

てくると思います。 

 だから、まず県でするべきことではないの

かもしれませんし、民間がするんでしょうけ

れども、そこはしっかり強く要望をしない

と。言われるのがですね、国とか県はデジタ

ルとかそやんとばっかり推進するけれども、

自分たちの地域は携帯もつながらんて、車運

転しとっても、途中携帯がつながらぬ地域も

出てくるという話も聞きます。デジタルを推

進するのはいいんですけれども、そもそもそ

こからまず対処をした上でしないと、なかな

か理解を求めても求められない部分がござい

ますので、ぜひそういったところをしっかり

とやっていただきたいなというふうに思って

おります。 

 携帯電話が通じないと、いろんな弊害が出

てきますので、そこはそれぞれの部局と連携

しながら、デジタルだけじゃなくて、ＮＴＴ

なり何なりに言ってもらって、ネットも当然

つながらないと、移住、定住にもつながらな

い部分もございますので、そこを基本とし

て、早く100％になるように、ぜひお願いを

いたします。 

 以上です。 
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○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○池永幸生委員 23ページの高校生の就職先

ですけれども、約４割が県外に出ているとい

うことで、約6,000人なんですよね。やっぱ

りかなり大きい数じゃなかろうかなと思った

ときに、やはり各実業高校には進路指導室と

いうのがあると思います。やっぱり、よりそ

こを活用する、よりここと密に連絡を取り合

うことで、これを防ぐことはできないだろう

かなと思いますけれども。 

 

○前田高校教育課長 高校教育課でございま

す。 

 私どもの事業として、今委員からも御指摘

いただきましたように、高校生の就職支援と

いう形では、高校生キャリアサポーターとい

うものを、各学校、特に就職が多い学校23校

に配置しておりまして、各企業を回っていた

だいて、県内企業の情報を学校に持って帰っ

てきていただいて、そこの学校の生徒に向け

て、今度は学校の中での生徒との面接指導な

どの中で、県内の企業の紹介をしたり、面接

時のアドバイスをしたりという指導をやって

おります。 

 特に工業高校の県内就職率が若干低くござ

いますので、そこに関しては、それとは別

に、仕事コーディネーターというものを10

名、各10校の工業科の高校には置いておりま

す。それはそれで同じく、特に工業高校、工

業科の専門科目に特化した企業さんにアプロ

ーチさせていただいております。 

 また、学校の中では、そのコーディネータ

ーが先生方としっかりやり取りをして、先生

方にもしっかりそこの状況を伝えていくとい

うことも進めております。 

 以上でございます。 

 

○池永幸生委員 中には、工業高校あたりで

は就職先がないんですね。例えば、熊工にし

ても、化学科にせよ、金属科、繊維科、企業

がないんですよ。やはりそういったやつも一

回検討されたらよくはないかなと思って。 

 

○前田高校教育課長 県内企業の中に専門の

科目とマッチングしない部分というのは、確

かに一部あるかと思います。そこに関して

も、またしっかり――県内の中に全くないと

いうわけではないと思いますので、そこの情

報もしっかり集めるということと、あと、先

ほど他課で出ておりましたが、県内高校生

が、県外に出てから向こうで学んだ知識を持

ってこちらに戻ってくるという生徒もおるか

と思いますので、そういう生徒のサポートも

しっかり進めていくように関係課と協力して

頑張ってまいりたいと思います。ありがとう

ございます。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○岩本浩治委員 先ほど髙野委員の説明で、

携帯電話エリアの不感地域等の解消というこ

とで、67世帯という世帯が出ましたが、私

は、これは市町村で統計出てないのかなと思

うんです。 

 私は阿蘇なんですけれども、阿蘇もよく言

われるんですね。阿蘇市でも一部地域では入

らない。それと、産山村でいけばドコモは入

らぬとかですね、そういうのを言われます。

これは市町村で統計取ったほうがいいんじゃ

ないかな。67世帯といいますと、県内の中で

67世帯というのは非常に少ないような感じが

するんですよね。市町村からすれば、自分と

ころのプライドがあるから入ってますと言っ

てるんでしょうけれども、ちょっとやっぱり

市町村で取ったほうがいいんじゃないかなと

思うんですね。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略
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推進課でございます。 

 すみません、先ほどの67世帯について、市

町村を少し解きほぐしますと、市町村数でま

いりますと10市町村になります。先ほど髙野

委員のほうからもお話ありましたように、熊

本市内からすると割と遠くの地域におきまし

てそういったところがございます。今お話ご

ざいましたように、阿蘇市におきましても、

一部不感地域とされているところがございま

す。 

 今のこの不感地域の押さえ方なんですけれ

ども、まず住民の方から、携帯電話がつなが

らないよというふうなことで市町村のほうに

お話がありまして、それを集計する形で我々

のほうが、国でございますとかあるいは電気

通信会社のほうにそれをおつなぎしていっ

て、あるいは国主催の会議の中で、そこをさ

らにお伝えしていくというふうなことで進め

ているというのが現状でございます。 

 先ほど67世帯と申しましたけれども、ちょ

うど１年前の令和４年３月31日時点が111世

帯、それからさらに遡ります令和２年の３月

末現在が136世帯ということですので、減っ

てはきておりますが、いずれにしても、まだ

残っていることは事実でございますし、市町

村様からの御報告の中に、場合によっては漏

れているところがあるといけませんので、そ

こは引き続き、市町村さんと連携と申します

か、漏れがないように徹底してまいりたいと

いうふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○坂梨剛昭委員 すみません、髙野委員と岩

本委員に関連していくんですけれども、先ほ

ど言われた大手の携帯会社とかで、その電波

の不感地域などとかの範囲というのは大体分

かるのではないかなというふうな思いで、６

ページの「災害や危機に強いまち」というと

ころも含めて、ネットワークの強靱化、ま

た、通信の確保というのもあるので、そうい

ったのも把握すれば、より早いのかなと思い

ます。 

 先ほど岩本委員が言われたように、世帯数

的にいくと物すごく少な過ぎるのではないか

なというふうに思います。私も実家が田舎で

ありますので、とても入らないところがたく

さんあるなというふうにも思いますし、ぜひ

そういったデータは、詳細に県庁のほうで把

握をしてもらいながら各市町村のほうに落と

したほうが、こういった６ページの「災害や

危機に強いまち」というふうな形にはつなが

っていくのかなと思いますけれども、どうで

しょうか。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 携帯電話、それから光ファイバーにつきま

しては、先ほど来、我々のほうから説明して

おりますデジタル化を進めていく上での大前

提となりますので、特に携帯電話につきまし

て、緊急時の対応ということも含めまして、

しっかりやってまいりたいというふうに思っ

ております。 

 国のほうでは、これまで世帯ごとの目標

値、全ての世帯に携帯電話を行き渡らせる

と、不感地域をなくすということがこれまで

の目標だったんですけれども、昨年度改定が

ありまして、これからは道路カバー、いわゆ

る高速道路ですとか、その道路沿線について

も不感地域をなくしていくというふうな大き

な目標を掲げております。このあたりをどう

捕捉していくのかというのは、一つ課題とし

てはございますけれども、引き続き、国、そ

れから市町村と連携して、不感地域の把握、

それから解消に努めてまいりたいというふう

に考えております。 

 以上でございます。 
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○坂梨剛昭委員 ぜひよろしくお願いしま

す。 

 また、自分自身ちょっと把握はしてないん

ですが、Ｗｉ－Ｆｉとかを物すごく広い範囲

で網羅するような形でＷｉ－Ｆｉの環境を整

えるというのが、もうそういう技術が発展し

ていると聞いているんですが、県庁のほうで

はどうでしょうか、その把握は。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 Ｗｉ－Ｆｉの環境につきましては、申し訳

ございません、細かいところは把握をしてご

ざいません。 

 

○坂梨剛昭委員 分かりました。ありがとう

ございました。 

 

○橋口海平委員長 ほかにありませんか。 

 

○立山大二朗委員 すみません。ちょっと発

言させていただくのが、自治体ＤＸ推進とい

うのが、これからあるわけなんですけれど

も、その中で、各自治体においても、システ

ムを標準化していこうとか、行政手続をオン

ライン化していこうというお話の中で、私か

ねがね思っているのが、ちょっとここでお話

しするのもなんですが、県庁のホームページ

からいろんな資料をダウンロードするとき

に、大体ＰＤＦとかになってますけれども、

例えば、申請書類とかをダウンロードすると

きに、エクセルとかＰＤＦになっているケー

スがありますよね。そのフォーマットが結構

ばらばらだったりして、例えば申請する際

に、結局プリントアウトして手書きしないと

意味がなかったりとか、ＰＣ上で全然作成で

きないケースが非常にまだ残っているなと。

俗に言う神エクセルというやつですね。あま

り評価して言っているわけじゃなくて、ネタ

にして言ってる、神エクセルと言われるもの

が、まだ残念ながら熊本県庁内にも残ってい

るなと。そういったものの解消というのが、

実はすごくオンライン化においては重要だと

思うんですが、そこについての認識をお尋ね

したいと思います。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 資料11ページにございます自治体ＤＸ推進

計画の中でも、重点取組項目として行政手続

のオンライン化ということが出ているわけで

ございますけれども、今市町村さんと一緒

に、このあたりの取組を進めているところで

ございます。 

 １つは、どういった手法でオンライン化し

ていくかということもそうなんですけれど

も、今委員から御指摘がありましたように、

その際、様式をきちっとそろえていくという

ことも大事なことかなと思っておりまして、

併せて取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

 

○立山大二朗委員 ありがとうございます。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。

――それでは、次に、ＴＳＭＣ進出に係る県

内波及効果について質疑はございませんか。 

 

○溝口幸治委員 ＴＳＭＣのこの話になると

物すごくボリュームが大きくて、枝葉の話に

なっていくと、もう本当、地下水の話だとか

いろいろやり始めると多分収拾がつかなくな

るので、最後にまとめてもらった何月にはど

ういうことをやるというのが、非常に分かり

やすくなるのかなというふうに思っていま

す。 

 例えば、私の地域とかでいうと、住民の方

からは、人吉、球磨は何もなかね、効果がな

かねと言われますけれども、県全体でいく

と、まずはＴＳＭＣが進出してくる、それに
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集積してくる企業がある。やっぱりそれに全

力で、きちっと半導体産業の集積化をどう図

っていくかというのが多分１丁目１番地で大

事なことで、それをきちっとやりつつ、それ

ぞれの地域に波及していくみたいな組立てに

なってくるんだと思います。よく質問では県

内全域に波及効果をと言われるので、県庁も

そっちのほうを枕言葉に使っていくんだけれ

ども、本来は、やっぱりＴＳＭＣ、これは国

策ですから、ＴＳＭＣ含め、それに追随して

くる半導体産業をしっかり集積してくる、そ

れでまだ企業側のニーズに応えられてないの

で、土地もしっかり近隣の町村と連携しなが

ら整えていくということになるんだと思いま

す。そのあたりをきちっと県のほうからも、

１丁目１番地は何で、なおかつ、それを全体

に波及効果していくという説明をきちんとし

たほうがいいのかなと思っています。何か県

全体が全体がと行くと、やっぱり焦点がぼけ

るような気がするんです。特にこの委員会で

は、そのあたりをしっかり押さえながら、人

材育成の話だとかいろいろな話に組み立てて

いくというのをやらないと、多分これは議論

しだすと、もう枝葉の話になると多分収拾が

つかなくなるんじゃないかなと思いますの

で、そのあたりも、委員長、副委員長の仕切

りも含めて、執行部とよく打合せをしていた

だきたいと思いますが、執行部としては、今

の時点でどうお考えなのか。 

 

○元田企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 今委員から御指摘をいただきましたけれど

も、一昨年11月に、ＴＳＭＣが本県進出を決

定した以降、まずは、ここの受入れをどうす

るかということで、先ほど執行部からの説明

でも、推進本部をつくって、ＰＴをつくっ

て、個別の課題に対する部会もつくって、横

断的に対応すると。まず、今菊陽町に工場が

できておりますけれども、こちらをしっかり

受入れをしていくということと、その次に、

サプライヤーをはじめ、ＴＳＭＣをきっかけ

にいらっしゃる方々、これを本県にしっかり

誘致をしていくということ。 

 進出が決定してから、我々は、ＴＳＭＣの

進出は、ゴールではなくて、きっかけであっ

て、さらなる半導体の集積を進めるというこ

とを目標に掲げております。御指摘いただい

たような、まずやるべきことというのがあり

ますので、それをしっかりやって、説明がま

だまだできてないところもございますけれど

も、まずはそこをしっかりやって、それに付

随して、御指摘があったように土地の問題と

か、ほかの幾つかの課題、これは当然ながら

部会をはじめやっておりますけれども、そう

いった形でしっかり対応していくというこ

と。 

 あわせまして、そういった効果を県内全域

に波及させる、これも当然必要な視点でござ

います。県内全域にということは、それぞれ

の市町村の特性を生かしながらということで

ございますけれども、そういったところも見

据え、あとは地元の市町村の皆さん方の御意

向も踏まえながら、どういった形で波及させ

ることができるのかということもしっかり連

携した上で進めていきたいというふうに思っ

ておりますので、改めてそういった観点での

説明をしっかり取り組んでいきたいと思って

おります。 

 以上でございます。 

 

○溝口幸治委員 よろしくお願いします。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○内野幸喜委員 今溝口委員がおっしゃいま

した44ページに、今後の９月定例会以降の議

題予定についてということで、こういう取上

げ方でいいと思いますが、その前の段階なん

ですね。 
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 ９月前の段階で、例えば33ページ、令和５

年夏頃までに外国籍技術者とその御家族約

600人の来熊が見込まれておりとなっていま

すが、例えば住まいの確保とかというのは、

ある程度めどが立っているのかとか、あと、

どこの学校に行くかとか、そういったことも

ある程度できているのか、その辺お聞かせい

ただければと。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。あり

がとうございます。 

 ＴＳＭＣの本県進出の中でいろんな課題が

ある中で、今委員から御指摘があった教育の

関係、台湾から多くの御家族とお子さんが来

られて、そういった生活環境、住まいをどう

するのか、あとは英語教育のニーズが高いと

聞いている学習の場をどう確保するのかとい

うのは、おっしゃるとおり、時間軸でいう

と、もう早急にやらなければいけない課題だ

と認識をしております。 

 この教育環境部会、企画課筆頭で今まで活

動のほうをしてきておりまして、全てがとい

うわけではないんですが、ＴＳＭＣ及びこの

熊本に立地をするＪＡＳＭとかなり密にやり

取りをしておりまして、おおむね、例えば住

まう場所ですとか、あとは、この夏とか秋に

来られる方の学校ですとか、そういったとこ

ろについては、ＴＳＭＣ、ＪＡＳＭのほうで

ある程度はめどがついていると。恐らく全て

ではないと思うんですが、ある程度めどはつ

き始めているんじゃないかということで我々

も感じております。 

 とはいいましても、恐らく夏、秋に来られ

てから、多分いろんな御相談ですとか課題で

すとか、そういうことはたくさん出てくると

思いますので、引き続き、こういった教育環

境部会ですとか、あとは７つ目の生活環境の

サポート部会、こういったところ、ここは特

に県だけではなくて、市町村との連携も大切

になってくると思います。 

 県、市町村、あとは学校関係、こういった

ところとしっかり連携しながら、せっかく御

縁があって熊本に来ていただけますので、し

っかり、来てよかったと思われるような環境

整備をしていきたいと考えております。 

 以上です。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○池永幸生委員 ＴＳＭＣが来たおかげで、

いろんな企業が進出してくるんですね。それ

を各自治体でこなそうと思っても、仮の話で

すけれども、ソニーがやってくる、合志にや

ってくる、その下水道の処理だけでも400億

ぐらいかかると聞いておるんですね。だか

ら、各自治体ではなかなか賄うことができな

いのではないか。それに対して、県は全てに

対して後手後手に回っているのが今の現状で

はなかろうかと思うんですけれども、下水一

つ取っても、やはり各企業が進出したときに

困った状態になりはしないか、そういった懸

念は必要ありませんかね。 

 

○元田企業立地課長 今委員のほうから御指

摘がありました、例えば大型の投資があっ

て、そのインフラ部分といいますか、今の御

質問でも下水というお話がございましたけれ

ども、もともと下水道整備につきましては、

土木部のほうで計画的に広域下水道事業等で

進めております。その中で、今回大型の企業

が来て、その排水をどうするかというところ

がございますものですから、そこにつきまし

て、本県としましては、速やかな企業誘致、

立地を進めていただくという観点も含めまし

て、排水の設備について下水道整備を進めて

いるところでございます。 

 これにつきましては、待ち受けというか、

今後どのくらいの立地があるから、それに備

えてここで整備をするというのは、なかなか

難しい部分がございます。これは委員からの
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後手後手ではないかという御指摘にも当たる

ようなところは当然ございますけれども、こ

れは実際の必要量に応じた整備を進めていく

という観点もございますので、あとは、その

後手後手ではなくて、なるべく企業さんのニ

ーズ、スピードにも合うような形で整備を進

めていくという形を取っております。逆に言

うと、速やかな立地につながるように下水道

の整備を進めているという状況でございま

す。 

 以上でございます。 

 

○池永幸生委員 ぜひ、先手先手で頑張って

ほしいと思います。 

 

○元田企業立地課長 委員の御指摘を踏まえ

まして、なるべく先手というような形にもな

るように、先を見据えながらというところも

取れるように、我々としても情報収集を含め

て頑張っていきたいと思っております。 

 以上ございます。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○髙野洋介委員 42ページの新大空港構想で

す。恐らく今から秋をめどに新大空港構想

(仮称)をつくられると思うんですけれども、

これまでの大空港構想とどういうことが違う

のかというのを、まず。この間有識者会議を

したのは、恐らくたたき台だと思います。何

が一番違うんでしょう。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。 

 今委員から御指摘がありました新大空港構

想と今現行のいわゆる大空港構想、こことの

違いということでございます。 

 結論から言いますと、これから検討してい

くことにはなるんですけれども、もともと現

行の大空港構想、こちらについても、蒲島県

政が始まった当初から、知事の考えとしては

ありまして、それは単純に空港の機能強化、

これだけではなく、もちろんこれもとても大

切なんですが、その空港の周辺地域の活性化

もしっかり行うことで、これも、その地域だ

けではなく熊本県全体に波及をという考えが

あります。 

 ですので、現行の大空港構想も空港だけで

はなくて、暮らしですとか、安全ですとか、

あと産業の部分、こういったところにも当然

記載があったり目標の設定がございます。 

 そういった点では、今後検討していく新し

いこの構想についても同じといいますか、空

港の機能強化と、あとは、その周辺のまちづ

くりの部分を含めて考えていくという点では

同じではないかと感じております。 

 ただ、今日もいろんなお話があるとおり、

この空港周辺地域にＴＳＭＣをはじめとした

半導体企業の集積が非常に多く見込まれてお

りますので、そういった産業ですとか、暮ら

しですとか、こういったまちづくりの部分と

いうものをよりしっかり入れ込んでいかない

といけないのかなということで、現在考えて

おります。 

 以上です。 

 

○髙野洋介委員 恐らく我々には、秋口につ

くったら、12月議会とかに多分報告で上がっ

てくるんだと思いますが、前回のやつと今回

のやつを違うと言われましたが、ＴＳＭＣの

絡みが大きく入ってくるのか、入ってこない

のかというのも含めてなんですけれども、空

港を利用される方、県民、他県の方も含めた

中で、広い視野でつくってもらいたいんです

よね。 

 今までの大空港構想は、なかなか県民全て

において利用する人にも目が向いてないとこ

ろもありましたので、ぜひすばらしいものを

つくって、これが基本になって、それから周

辺とか変わってくると思いますので、ぜひ、

そこは慎重に、また、大胆につくっていただ
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きますように要望しておきます。 

 以上です。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○岩本浩治委員 半導体が来年の秋以降から

動くということでございます。その中でよく

出ているのが、渋滞・交通アクセス対策で言

われておりますのが、国策ですから渋滞緩和

を、取り除きますということですけれども、

難しいと思いますが、ある程度の年度という

のは出てこないのかなと思うんですね。 

 それと同時に、57号線も非常に混んでま

す。今、通称菊陽バイパス辺りは渋滞してい

るんですね。この57号線のは全然出てないん

ですよ。そういう部分では、どういうふうに

――まあ難しいでしょうけれども、年度目標

あたりが出てくればなと。地域住民の方は、

それで安心するのではないかなと思うんで

す。 

 来年の秋以降に操業するのであれば、やは

り道路が何年後先ぐらいですとか、そういう

目標値をぜひ示していただければなと思うと

ころでございます。 

 以上です。 

 

○橋口海平委員長 今の件なんですが、要望

ということで、別に高速交通特別委員会があ

っておりますので、要望という形で受け取っ

ていただいて、多分返答したら、そことの整

合性とかもいろいろありますので、そういう

ふうな形で引き取らせていただきたいと思い

ます。 

 ほかにございませんか。 

   (｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○橋口海平委員長 なければ、質疑はこれで

終了いたします。 

 次に、議題３、付託調査事件の閉会中の継

続審査についてお諮りいたします。 

 本委員会に付託の調査事件については、引

き続き審査する必要があると認められますの

で、本委員会を次期定例会まで継続する旨、

会議規則第82条の規定に基づき、議長に申し

出ることとしてよろしいでしょうか。 

   (｢はい」と呼ぶ者あり) 

○橋口海平委員長 異議なしと認め、そのよ

うにいたします。 

 次に、その他に入ります。 

 その他として何かありませんか。 

   (｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○橋口海平委員長 その他として、私から１

つ提案がございます。 

 閉会中の視察の件でございます。 

 委員会で行う委員派遣は、本来、会議規則

第81条により、委員会として、これを議長に

申し出ることとなっております。 

 しかしながら、緊急な委員会視察が必要な

場合に、委員会をそのたびに開催するのが不

可能な場合もございます。 

 そこで、付託調査事件に係る閉会中の委員

派遣の実施、目的、日時、場所等につきまし

ては、委員長一任ということでよろしいでし

ょうか。 

   (｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○橋口海平委員長 異議なしということです

ので、そのように取り計らわせていただきま

す。 

 それでは、これをもちまして第２回地域活

力創生特別委員会を閉会いたします。 

  午前11時25分閉会 
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